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多文化共生社会の推進に関する要望 

 

現在の日本には、就労を主目的に来日した南米日系人を始め

として、多くの外国人住民が生活しています。また、最近はア

ジアを中心に、在留資格「研修」により来日する外国人も増加

傾向にあります。 
こうした外国人住民は、我が国の経済活動を支える上で大き

な力となっている一方で、在留期間の長期化、定住化傾向が進

んでいることから、労働、社会保障、医療、教育等の分野で様々

な課題が顕在化しています。また、外国人研修・技能実習制度

に関しては実態と制度のかい離等による問題が発生しています。 
外国人住民が多く居住する市町村及び都道府県においては、

在住外国人と日本人が互いの文化や考え方などを理解し、安心

して快適に暮らせる地域社会（多文化共生社会）づくりを推進

していくため、地域住民、ＮＰＯ、企業等と連携・協働して様々

な施策に取り組んでいるところですが、根本的には出入国管理

を始めとした諸制度を所管する国における積極的な対応が肝要

です。 
ついては、国において次の点について措置を講じられるよう

求めます。 
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１ 多文化共生社会を推進する国の体制の整備 

(1) 多文化共生社会推進に関する施策について、関係行政機関相互間の緊密な連絡を

確保するとともに、総合的かつ効果的な推進を図るため、内閣総理大臣を本部長と

し全閣僚を構成員とする「多文化共生社会推進本部」等を設置すること。 

(2) 同推進本部において、政府の多文化共生の基本理念と施策の中長期的な方向性を

示す「多文化共生社会推進大綱」等を策定すること。 

策定にあたっては、外国人の定住化という傾向を踏まえた外国人を受入れるため

の各種制度の構築について、検討を行うこと。 

(3) 将来的には、多文化共生社会の形成に向けた取組を推進するための政策を企画立

案し、総合調整を行う専担組織及び特命担当大臣を内閣府に置くこと。 

 

【要望の背景】 

(1) 現在、国においては、「外国人労働者問題関係省庁連絡会議」を始めとした様々

な組織により、外国人を取巻く諸問題について検討がなされている。 

(2) 総務省が「地域における多文化共生推進プラン」を策定し、地方自治体への多

文化共生施策推進の方向性を提示しているが、国としての役割や地方自治体等と

の連携の在り方を示す明確な方針が依然として存在しない。 

(3) 多文化共生施策の推進について、企画立案、総合調整を行う専担組織がない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 外国人の正確な居住実態の把握に係る制度について 

外国人住民を地域住民である生活者として捉え、日本人住民における住民基本台

帳と同じ立場で外国人の居住実態を正確に把握できる制度の創設を行い、その実効

性を確保すること。 

 

【要望の背景】 

外国人の在留に係る情報の相互照会・提供と外国人登録制度の見直しについて、「規

制改革推進のための 3か年計画」（平成１９年６月２２日）において言及されている。 

① 現在、地方自治法及び住民基本台帳法において外国人は住民登録の対象から排

除されているため、地方自治体において個々に外国人を把握するシステムを構築

している。外国人の移動が頻繁に行われることから、さまざまな自治体間で迅速

に情報交換ができるよう、全国統一的な外国人住民に関する記録の適正な管理方

法が望まれる。 

② 現在の外国人登録制度においても、外国人による居住地変更の届出が確実に行

われていないため、正確な居住実態が把握できていない。新たな制度整備を行う

場合には、実効性の確保のために新制度の厳格な運用が不可欠である。 

法務省の在留管理専門部会の｢新たな在留管理制度に関する検討状況｣中間報告

（平成 19年８月１日)において言及されているが、新たな在留管理制度により在

留外国人の情報が法務大臣に一元化された後、市区町村が法務大臣から外国人住

民の情報提供を受ける際に、各市町村間で情報把握や各種行政サービスに格差が

生じないよう法的整備を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 外国人児童生徒等に対する教育の充実 

(1) 公立小中学校における外国人児童生徒の学習の機会保障について 

① 外国人児童生徒に対する教育について、日本語指導の目標、教科学習の支援策

等を含めた基本的な方針を策定し、その考え方を活かした指導要領を作成するこ

と。 

② 大学の教員養成課程に多文化共生教育及び日本語教育指導に関する内容を含め

た授業科目を取り入れること。 

③ 外国人児童生徒の教育を担う専任教員の加配定数を充実するとともに、日本語

指導の専門家による学校支援体制の整備を図ること。 

④ 外国人の子どもの不就学の状況について実態把握ができるシステムを確立し、

公立学校、いずれかの教育関係機関等で教育を受ける仕組みづくりを行うなど対

策を行うこと。 

(2) 外国人児童生徒等の高等学校教育を受ける機会保障について 

① 中学校卒業資格を持たない義務教育年齢を超える外国人が、高等学校の入学資

格を取得しやすくするために、「就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定試

験」を１年間に複数回実施すること。 

② 高等学校進学を希望する外国人児童生徒等への進学ガイダンス実施等、進路に

関する情報について提供する仕組みを整備すること。 

(3) 文部科学省が実施している外国人学校調査を全国規模で継続的に実施し、外国人

学校の実態把握に努めるとともに、本国政府からも外国人学校に対する応分の支援

を求めること。 

 

【要望の背景】 

(1)① 保護者の在日形態が短期滞在から永住まで様々なことから、外国人の子ども

に対する教育ニーズは多様なものとなっており、教育体制の基盤整備や長期的

な視野に立った外国人の子どもに対する教育方針の策定が必要となっているが、

明確な方針が定められていない。また、日本語指導に関わるカリキュラムにつ

いては、その標準・基準とすべきものが十分に整備、普及されているとは言え

ず、指導内容や指導方法は各学校に委ねられているのが現状である。 

 



② 外国人の子どもの指導には、教育に関する指導技術だけでなく、外国人児童

生徒の置かれた立場やその文化的な背景の理解が必要であるが、そうした人材

が不足している。 

③ 加配教員の制度は、外国人児童生徒の指導に欠かすことができないものであ

るが、未だ十分な配置ができておらず、更なる充実が必要である。 

なお、専任教員の充実には時間がかかるため、日本語と母国語の両方がわか

る人材を採用・育成し活用する必要もある。  

④ 公立学校、外国人学校等のいずれにも在学しない不就学児童生徒が少なから

ず存在し、また、その実態を把握することができていない。 

(2) 中学校の卒業資格を持っていないなど就学機会に恵まれなかった、義務教育年

齢を超えた在日外国人に多様な就学機会を用意することは、より有利な就職機会

を得ることにつながり再チャレンジを可能とする。 

(3) 外国人学校に通う児童生徒は、公立学校に通う者に比べて、高額な教材、不十

分な指導体制・設備、公的奨学金制度が整備されていない等の場合が多い。また、

外国人学校に対する本国政府からの支援が必ずしも受けられるわけではない。 

 

 

 

 



４ 外国人労働者等の適正な雇用管理について 

(1) 「外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」

について、直接雇用主及び間接雇用主への一層の浸透を図るとともに、外国人労働

者の適正な雇用・労働条件等を確保するよう指導監督を徹底して行い、実効性のあ

るものにすること。 

(2) 外国人研修・技能実習制度について、不正行為を行う受入機関や企業への指導・

監督を強化するなど、制度本来の趣旨に沿った実効性のあるものにすること。 

(3) 外国人の社会保険等への加入を促進するため、諸外国との間で、更なる社会保障

協定の締結を進めること。 

(4) 外国人の社会保険加入の徹底を図るため、間接雇用主に社会保険加入を確認する

義務を課すなど、必要な措置を講じること。 

(5) 平成１９年１０月１日から施行された雇用対策法の外国人の雇用に係る改正に関

する啓発パンフレットについて、多言語で作成を行い、周知を図ること。 

 

【要望の背景】 

(1) 請負と労働者派遣の区別に関する基準が厳正に適用されず、業務請負事業者及

び派遣事業者の下で数か月の契約期間で就労する外国人労働者に対する使用者

責任があいまいになっている例が多い。 

   また、多数の不法就労者の存在が外国人の正規就労者の不安定な就労条件をつ

くる一因となっている。なお、「規制改革推進のための 3か年計画」（平成１９年

６月２２日閣議決定）において不法就労者を使用する事業主への厳格な対処に実

効性が高まるよう出入国管理及び難民認定法を改正すべきとされている。 

   さらに、外国人労働者の日本社会への対応の円滑化を図るためには、企業が外

国人労働者に対し、日本語教育及び日本の生活習慣等について理解を深めるため

の指導及び生活上の相談等に応じることが重要である。 

(2) 外国人研修・技能実習制度については、制度本来の趣旨から離れ、外国人が安

価な労働力として利用されるケースが多く、また、就労環境等を巡るトラブルも

発生、社会問題化していることから、早急な対策が求められる。 

 

 



(3) 年金の通算などが可能となる社会保障協定を締結していない国の出身者で、将

来帰国することを前提に来日している外国人にとっては、社会保険料を支払うメ

リットが感じられない。 

(4) 社会保険については、新指針により、労働者派遣又は請負を行う事業主に対し

て、派遣先に対し派遣する外国人労働者の氏名、労働・社会保険の加入の有無を

通知する等、労働者派遣法の遵守を求めるにとどまり、雇用関係にない発注事業

主に対する社会的責任については言及されていない。 

 (5) 平成 19 年 10 月 1 日から施行された雇用主への外国人雇用状況報告の義務づ

けについて、外国人である雇用主に対する制度の周知啓発は多文化共生の観点か

ら重要である。また、啓発資料を多言語化することで、労働者である外国人への

啓発資料としても使用できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 外国人犯罪人に対する引渡し条約の締結等について 

日本国内で犯罪を行った外国人の国外逃亡に関し、国は諸外国との間に「犯罪人

引渡し条約」を締結し、また、日本国において犯罪者を裁くことができるよう働き

かけ等を行うこと。 

 

【要望の背景】 

群馬県や静岡県で起きた交通死亡事故や強盗殺人事件における国外逃亡した外国

人容疑者について、相手国によって容疑者の起訴が相次いで行われるなど犯罪者の処

罰について一定の進展が見られる。 

しかし、日本で処罰される場合に比べ、量刑が軽くなる場合もあることから、被害

者感情に不満が残るなど国民の不安感が払拭されておらず、一部の外国人犯罪者のた

めに多くの善良な外国人が偏見等の差別的視点で見られることもある。 

 


